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平成３１年度予算編成に関する説明書 

 

 

 

１．国・県の動向と地方財政対策  

 

（１）日本経済の状況と国・県の動向 

   日本経済の状況は、内閣府がまとめた１０月の月例経済報告において、「景気は

緩やかに回復している。先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、

各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される」とあります。そ

の一方で、留意すべき事項として、「通商問題の動向が世界経済に与える影響や、

海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響と相次いでいる自然災害の経済に

与える影響」が挙げられています。 

このような中、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」で示された

「新経済・財政再生計画の枠組みの下、引き続き本格的な歳出改革に取り組み、施

策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化

する」としています。具体的には、年金・医療等に係る経費については、「高齢化

による増加分に相当する伸びに抑えることを目指すとし、地方交付税交付金等の新

経済・財政再生計画との整合性の確保、義務的経費の抑制、その他の基礎的財政収

支対象経費を１００分の９０（要望基礎額）への圧縮を行うなどとしています。そ

の一方で、予算の重点化を進めるために、「人づくり革命」や「生産性革命」の実

現と拡大に向け、人材投資や生産性向上に資する施策を推進し、「経済財政運営と

改革の基本方針２０１８」及び「未来投資戦略２０１８」等を踏まえた諸課題につ

いて、「新しい日本のための優先課題推進枠」を設け、これらに該当する経費につ

いては、上記要望基礎額からの削減額の１００分の３００の範囲内での上乗せを認

めることとしています。                

また、２０１９年１０月の消費税率引上げや引き上げに併せて行う年金、医療及

び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費の社会保障

４経費の充実については、消費税及び地方消費税の収入、社会保障給付の重点化及

び制度の運営効率化の動向等を踏まえ、予算編成過程において検討するとされたこ

とから、今後の国の動向について注視していく必要があります。 

 

熊本県においては、「熊本復旧・復興４ヵ年戦略」の総仕上げとして、同戦略に

掲げる施策を基本とし、創造的復興に向けた重点１０項目をはじめとして、「将来
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世代にわたる県民総幸福量の最大化」に寄与し、復旧・復興と熊本の更なる発展に

つながる必要不可欠な取り組みに重点化するとしています。また、中期見通しにお

ける中長期的な財源不足の解消のため、通常県債の残高を増やさない予算編成を継

続させるとしています。 

 

（２）地方財政対策 

   平成３１年度の地方財政対策は、地方が人づくり革命の実現や地方創生の推進、

防災・減災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地

方交付税等の一般財源総額について、平成３０年度を０．６兆円上回る額を確保す

ることを基本とすることとしています。 

    【一般財源総額 ６２．７兆円（前年度比＋０．６兆円）】 

   （内訳） 

        ・地方税            ４０．２兆円（前年度比＋０．７兆円） 

        ・地方譲与税・地方特例交付金     ３．１兆円（前年度比＋０．３兆円） 

    ・地方交付税                   １６．２兆円（前年度比＋０．２兆円） 

    ・臨時財政対策債                 ３．３兆円（前年度比△０．７兆円） 

 

２．苓北町の財政状況と平成３１年度予算編成方針   

 

（１）苓北町の財政状況    

本町の財政状況について、平成２９年度決算での財政の健全性を示す４つの健 

  全化判断比率（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比 

  率）はいずれも早期健全化判断基準を下回っており、財政構造の弾力性を示す  

  経常収支比率は９０．８％、前年度比０．９％増で、将来負担比率は１２８．３％、 

  前年比０．４％減となりました。 

   これまで本町では、東日本大震災発生を機に、町民の安心と安全を守るべく、振

興計画の前倒しを含め、交付税措置率の高い地方債を使い積極的に事業に取り組ん

できました。今後は、公債費のピークが平成３２年度と予想されているため、引き

続き町振興計画に沿った地方債残高の縮減に取り組んでいかなければなりません。 

   次に、平成３１年度の財政見通しについて、本町の自主財源の根幹である固   

定資産税（九州電力苓北発電所の償却資産分を含む）は、当初予算比では６４，１

０５千円の減（△５．５％）で計上を行い、地方交付税における普通交付税につい

ては、平成３０年度の交付実績および交付税試算ファイルを用いて算出し、１４億

円の予算計上を行いました。 
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（２）平成３１年度予算編成方針及び内容 

   平成３１年度の予算編成は、「安心して住める町」、「いきいきと暮らせる町」、

「ふるさとと呼べる町」を基本目標とし、目標達成に向け、「苓北町まち・ひと・

しごと創生総合戦略」に積極的に取り組む予算として編成を行いました。 

歳入面では町有財産の売却を含む有効活用、ふるさと納税制度は新たな PR 方法

による充実を目指す段階となるなど、更なる財源確保に努めました。歳出面では、

住民への説明責任を果たすことができる行政サービスの効率化と簡素化により歳出

抑制を図り、最小の経費で最大の効果を発揮できるよう、自立性、創造性をもった

予算編成に努めました。 

また、町では本年度新たに「第７次苓北町振興計画」の策定を行いました。その

中では、中高生の若い世代の意見も反映し、今後１０年間の苓北町の基本方針を示

しています。平成３１年度はその初年度となり、新たなスタートを切る年となりま

す。 

      そこで、「ふるさと苓北未来プラン（苓北町振興計画）」に沿った事業に重点化

を図り、次の５つの項目を重点取り組み事項として、「町民・企業・行政」それぞ

れが力を発揮できる協働・共創のまちづくりを推進する予算編成に努めました。 

 

 

 【重点取り組み事項】 

 

① 安心と安全につながる防災施策 

 ② 子ども・子育て支援および高齢者支援の更なる充実につながる施策 

 ③ 教育環境の充実とこれからの人材を育てる教育力の向上を図る施策 

 ④ 豊かな自然に育まれた農林・水産資源等を活用した産業振興施策 

 ⑤ 多言語化への対応と交流人口の拡大につながる施策 

        

また、実務内容としましては、一般会計、特別会計ともに前年度に引き続き各種

事業ごとの歳出全般にわたって経費の見直しを行い、事業実施の可否を含めて精査

を行いました。 
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３．平成３１年度予算（案）の主な内容   

 

（１）重点施策について 

① 安心と安全につながる防災施策 

    本町では、東日本大震災や熊本地震の教訓、また、南海トラフを震源とする超

巨大地震を想定し、防災計画の見直しを行い、緊急防災・減災事業を活用して、

拠点避難地の整備、津波避難タワーの建設、避難路の整備、避難施設の改修など

スピード感をもって取り組んできました。 

    平成３１年度は、緊急防災・減災事業債を活用し、消防倉庫建て替えと消防積

載車の更新事業など、より一層の事前防災・減災対策、危機管理の強化と「自分

たちの地域は自分たちで守る」という意識のもと、各行政区が主体となって組織

する自主防災組織の組織率向上にも引き続き努めます。 

    また、平成３０年度からの繰越し事業として、森林基幹道苓北天草線の地すべ

り災害復旧事業や公共土木災害復旧事業及び町道善亀線の地すべり災害復旧事

業等に対応する事業も進めて参ります。 

   

② 子ども・子育て支援および高齢者支援の更なる充実につながる施策 

    本町では｢少子社会は国を滅ぼす｣という考えにより、子育て施策の一つとし 

   て第３子以降の保育料無料化や医療費の無料化にいち早く取り組んでおり、ま 

   た、不妊治療助成事業の拡大や結婚支援事業にも取り組んできました。 

        本年度は新規事業として、１５歳～１８歳のひとり親世帯及び非課税世帯医療

費の無料化を実施していきます。高齢者支援としては、敬老会事業や老人クラブ

補助事業、在宅高齢者等移送サービス事業などに取り組んで参ります。 

    

③ 教育環境の充実とこれからの人材を育てる教育力の向上を図る施策 

魅力ある町づくりを進めるにあたり最も重要なものは人材であるため、多様な

人材の確保と、これからの人材を育てる教師の指導力向上に努めます。 

    基礎的な学力分野においては、全国画一の教育指導方針は必要ですが、それぞ

れ地域のニーズや地域の子どもたちのニーズに合った、きめ細やかな教育を実践

していくことが何より重要になると思われます。 

        本町では県内でも先んじて取り組み、大きな成果を上げている地域学校協働活

動として、学校・家庭・地域が一体となって子どもの教育に取り組みます。 

また、情報通信技術を活用したＩＣＴ教育支援事業を実施し、ＩＣＴを効果的

に活用した「分かり易く深まる授業」実践へ向けた取り組みを進めます。さらに、

平成２４年度に策定した｢苓北町学力向上推進プラン｣に基づき、小中学校９年間
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を見通した中で、全学校、全学年共通の取り組みとして、「３つの観点」「９つ

の実践事項」を基本としながら確かな学力の育成を図ります。 

    そして、教育環境の充実のため、平成３０年度の繰越し事業として各小学校の

全教室へのエアコン設備設置事業を実施していきます。 

 

    ④ 豊かな自然に育まれた農林・水産資源等を活用した産業振興施策 

    町内の基幹産業である農業、林業、漁業をしっかりと底支えするため、平成 

   ３１年度も前年度に引き続き各種の補助事業経費を計上し、耕作・栽培・畜産 

   などの支援に加え後継者の育成支援に努めます。 

        また、新たな事業として、地域が自ら農業ビジョンを策定し取り組む、中山間農

業モデル地区支援事業や畜産農家の経営安定のため、牛白血病清浄化事業等に取り

組みます。さらに平成３０年度に引き続き海藻類の養殖・栽培の実証事業や地方創

生推進交付金を活用したまちづくり推進事業として、苓北の「里山里海」資源を活

用した観光交流ブランド事業に取り組み、地元産品を活用した「食」の商品開発と

販路拡大、地域商社設立に向けた人材育成と組織の設立、苓北の魅力の効果的な情

報発信等を図っていきます。 

 

⑤ 多言語化への対応と交流人口の拡大につながる施策 

平成２８年熊本地震復興基金を活用して、観光拠点整備等推進事業を実施しま

す。内容としては、多言語音声ガイドシステム（スマートフォン等を利用した観

光コンテンツの音声・映像案内等）の整備、富岡吉利支丹供養碑の多言語看板設

置、おっぱい岩観光施設整備に係る観光協会への補助事業に取り組みます。 

    また、麟泉運動公園や坂瀬川地区総合グラウンド等の公共施設を活用した、ス

ポーツ合宿の誘致に取り組むとともに、イベント事業においては苓北じゃっと

祭、吟詠大会、夕やけマラソン、九州オルレ（天草・苓北コース）、さらに、富

岡城お城まつりに参画し、町のＰＲ事業を含め交流人口の拡大を図ります。 

              

   

以上、５つの項目を重点施策として必要経費を計上し、平成３１年度の一般会

計予算（案）の総額は４，５６６，４００千円、前年度当初予算比０．０１％減

となりました。 
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（２）各特別会計の主な施策について 

      国民健康保険特別会計は、平成３０年４月から都道府県が財政運営の責任主体と

なり、毎年度、市町村ごとの国民健康保険事業費納付金を決定し、市町村に納付さ

せるとともに、国民健康保険給付費に必要な費用を、全額市町村に交付金として支

払う制度に変わり、２年目を迎えます。 

本年度の予算は、前年度に引き続き、平成２８年度に熊本県広域化等支援基金か

ら借り入れた借入金の償還金を計上しました。 

   また、前年度に引き続き、特定保健指導の実施率向上を図るとともに医療費を抑

制するため、管理栄養士嘱託職員を雇い入れる経費を計上しました。 

 

    介護保険特別会計につきましては、平成２９年度に策定した「第７期介護保険事

業計画・高齢者福祉計画」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉行政の推進の

ための費用を計上しました。 

     

    後期高齢者医療特別会計につきましては、後期高齢者医療広域連合からの受託事

業として、健康運動事業と長寿・健康増進事業の必要経費を前年度に引き続き計上

しました。 

      

水道特別会計につきましては、水道配水管更新工事費として６，０００千円、都

呂々ダム共同管理費負担金として１１，８５８千円を計上しました。また休日等の

水道施設民間委託経費として５，７００千円、更新期限の水道料金等システム更新

費として１２，６５０千円を計上しました。 

    

     下水道特別会計につきましては、前年度に引き続き加入促進に努めるとともに、

処理場・マンホールポンプ場の維持管理業務委託料として３６，３５３千円、脱水

汚泥運搬処分委託料は８，６６９千円を計上しました。また長寿命化計画により設

備更新中の富岡浄化センター更新事業委託料として６１，０００千円、富岡第１１

マンホールポンプ場更新工事費として７，０００千円を計上しました。なお、富岡

浄化センター更新事業業務委託料については、平成３０年度から平成３１年度へ９，

０００千円の繰越しを行いました。 

 

     農業集落排水特別会計につきましては、処理施設運転管理業務委託費として１，

５３２千円を計上しました。 

     特定地域生活排水処理事業特別会計につきましては、前年度に引き続き区域内の

水質浄化促進のため、合併処理浄化槽の設置工事費として３基分の３，０００千円
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を計上しました。 

   また、浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２２，８０９千円を計上

しました。 

 

     宅地造成事業特別会計につきましては、宅地２区画分の財産売払収入７，０８３

千円を見込み、住宅建設補助１，０００千円を計上したほか、宅地販売促進に関す

る経費などを計上しました。 

 

４．おわりに   

  平成３１年度予算編成では、町税は固定資産税の減少により減収するものの、地方

交付税の普通交付税の増加や地方消費税交付金では消費増税の影響を考慮して増加

する見込みとなりましたが、一般財源総額については昨年度とほぼ同程度の見込みと

なりました。また、今後、社会保障関連経費の自然増をはじめ、公債費の増加、老朽

化に伴う公共施設の更新事業といった必要不可欠な社会資本整備など、緊急性の高い

問題に対し予算措置を講ずる必要があるため、大変難しい予算編成となりました。 

  歳出予算においては、町振興計画に沿った事業であっても、事業効果・継続性・緊

急度等を考慮し優先順位を付け、事業縮小・延期・期間設定・廃止を行うなど、予算

縮減に努めました。 

     

また、歳入予算では町税、地方交付税などの収入で補えない部分を、最終的に財政

調整基金、減債基金、目的基金のとりくずしによって財源の調整を行い、予算規模は、

前年度比６００千円の減額となりましたが、それぞれの事業において選択と集中を図

り、メリハリを効かせた予算編成に心掛けました。 

    さらに、財政健全化の取り組みとして地方債残高を平成２９年度から１０年間で２

０億円圧縮することを目標としており、今年度は元金償還額７０５，７５８千円に対

し、地方債発行額を２８７，２００千円（うち臨時財政対策債１９０，０００千円）

としました。 

   

昨今の日本経済はアベノミクスによる政策の実施により、政権発足前に比べ、ＧＤ

Ｐは名目、実質とも過去最大規模に拡大しました。また、企業収益は過去最高を記録

し、経済の好循環が実現しつつあるといわれていますが、地方経済への波及は未だ実

感に乏しく、雇用・所得環境も大きく改善したとは言いがたい状況です。そのような

中で、町民一人ひとりが求める地方行政に課せられた使命と期待は大変大きなものが

あると考えます。 
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これらに対し、職員が一丸となって対応できる組織作りと強化を進め、早急に取り

組むべき課題については、国・県の施策を常に情報収集し、有益な補助金・交付金の

活用を積極的に図ることで、一般財源の縮減に努めつつ、各事業を確実かつ適正に実

施して参ります。 

 

 

  なお、各款における主要施策及び性質別経費の状況は次のとおりです。 

 

 

５．各款における主要施策及び性質別経費 

 

（１）歳入 

 ① 町税 

個人住民税については、前年中の農産物販売等の状況を踏まえ、平成３０年度よ

りやや減額を見込み、前年度比２，５２０千円減（△１．１％）で予算計上しまし

た。 

法人町民税のうち、均等割については前年度並みを計上し、所得割については、

各事業所の業績により変動があるため、九州電力を含む各事業所の平成２９年度実

績と平成３０年度実績見込の平均額で算定を行い、平成３０年度当初予算より４，

０００千円増（＋３６．４％）を見込み予算計上しました。 

 

   固定資産税の土地・家屋については、評価替えの翌年であり、前年度とほぼ同程

度を見込み予算計上を行いました。 

償却資産については、九州電力苓北発電所分の過去の実績等を勘案し、平成３０

年度決算見込額の約９３．３９％で算定を行い、予算を計上しました。     

                 

結果、固定資産税全体では前年度比６４，１０５千円減（－５．５％）で予算計

上しました。 

  

軽自動車税については、平成３０年１２月現在の保有台数等により算定を行い、

前年度比３４８千円増（＋１．３％）で予算計上しました。 

 

たばこ税については、税率の引き上げや本数の減少を考慮し、総合的に平成３０

年度実績見込みと同程度を見込み、前年度比２，４００千円減（△６．２％）で予
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算計上しました。 

 

町税全体では、前年度比６４，７６７千円減（△４．４％）、総額１，４２０，

３８４千円の予算計上を行いました。 

  

② 地方譲与税 

     地方揮発油譲与税については、地方財政計画と前年度譲与見込額及び前年度も含

めた過去３ヵ年の平均譲与額を勘案し、前年度比４００千円減（△２．２％）の１

８，０００千円を計上しました。 

     自動車重量譲与税については、前年度譲与見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年

の平均譲与額を勘案し、前年度比２，０００千円減（△４．３％）の４４，０００

千円を計上しました。 

   本年度から新たに、森林環境譲与税が配分されるようになり、２，５００千円を

計上しました。 

 

 ③ 利子割交付金 

     地方財政計画と前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額を

勘案し、前年度比２５０千円増（＋３８．５％）の９００千円を計上しました。 

 

 ④ 配当割交付金 

     地方財政計画と前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額を

勘案し、前年度比５００千円増（＋５０．０％）の１，５００千円を計上しました。 

 

 ⑤ 株式等譲渡所得割交付金 

   本交付金については、前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交

付額を勘案し、１，７００千円を計上しました。 

 

 ⑥ 地方消費税交付金 

     地方財政計画と前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額、

熊本県の増減率を勘案し、通常分は前年度比６，０００千円増（＋７．３％）の８

８，０００千円。社会保障施策経費充当分は、前年度比４，０００千円増（７．０

％増）の６１，０００千円を計上しました。 

 

 ⑦ 自動車取得税交付金 

     地方財政計画と前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額を
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勘案し、前年度比３，０００千円増（＋３０％）の１３，０００千円を計上しまし

た。 

 

 ⑧ 地方特例交付金 

     地方財政計画と前年度交付見込額及び前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額を

勘案し、前年度比４００千円増（＋４０％）の１，４００千円を計上しました。 

 

 ⑨ 地方交付税 

   普通交付税については、基準財政収入額と基準財政需要額から臨時財政対策債振

替額を差し引いた額との差により算出されますが、まず、基準財政収入額について、

通常は増減要因の大きなものとしては固定資産税（償却資産分）の減額があります。

また、基準財政需要額においては、基準単価や算定方式の見直しなどを考慮した結

果、１，４００，０００千円を計上しました。 

   また、特別交付税については、離島航路運航維持対策経費（天草・長崎航路分）

が増額すると見込まれるため、前年度比５，２００千円増（＋７．０％）の総額 

 ８０，０００千円を計上しました。 

 

 ⑩ 交通安全対策特別交付金 

   前年度交付見込額と前年度も含めた過去３ヵ年の平均交付額を勘案し、前年度と

同額の９００千円を計上しました。 

 

 ⑪ 分担金及び負担金 

   「老人福祉施設入所者負担金」８，０３７千円、「保育所入所児童保護者負担金」

では、１０月から３歳以上児が全園児、全額無償化の予定であり、前年度から大幅

に減額する見込みとなることから２６，５００千円を計上するなど、総額では前年

度比１５，６１７千円減の３５，２８７千円を計上しました。 

  

⑫ 使用料及び手数料 

   使用料は、公営住宅使用料など、前年度比４４３千円増の３６，９７１千円を計

上しました。手数料は、堆肥センター手数料など前年度比１４１千円増の１１，９

８８千円を計上しました。 

     使用料及び手数料総額では、前年度比５８４千円増の４８，９５９千円を計上し

ました。 
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⑬ 国庫支出金 

   国庫負担金は、「子どものための教育・保育給付費国庫負担金」増などにより、

前年度比９，３１７千円増の３６４，４７０千円を計上しました。 

     国庫補助金は、道路橋梁費補助金（社会資本整備総合交付金事業）の増などによ

り、前年度比４，１９５千円増の５２，４３８千円を計上しました。 

     国庫委託金は、前年度とほぼ同額の２，６３９千円を計上しました。 

     国庫支出金総額では、前年度比１１，０８７千円増の４１７，１４７千円を計上

しました。 

 

 ⑭ 県支出金 

   県負担金は、「子どものための教育・保育給付費県負担金」の増などにより、前

年度比１，６８２千円増の２１６，８３８千円を計上しました。 

     県補助金は、「環境保全型農業直接支払事業補助金」や「農業次世代人材投資事

業県補助金」の減などにより、前年度比２，０７８千円減の１１５，９６４千円を

計上しました。 

県委託金は、「熊本県議会議員選挙事務委託金」、「参議院議員選挙事務委託金」、

「熊本県知事選挙事務委託金」の増などにより、前年度比１３，８３２千円増の３

４，６５５千円を計上しました。 

     県支出金総額では、前年度比１３，４３６千円増の３６７，４５７千円を計上 

  しました。 

 

 ⑮ 財産収入 

   財産運用収入は、「土地や建物貸付料」、「苓北町地域情報通信基盤施設貸付料」、

「基金利子及び配当金」の増などにより、前年度比３，９９４千円増の４０，６２

２千円を計上しました。 

    財産売払収入は、「土地売払収入」の減などにより、前年度比８，９３７千円減

の４，２６１千円を計上しました。 

     財産収入総額では、前年度比４，９４３千円減の４４，８８３千円を計上しまし

た。 

 

 ⑯ 寄附金 

   ふるさとづくり寄附金（ふるさと納税）については、インターネット等を活用し

た啓発強化と返礼品の充実などを実施しており、本年度より新たに業務委託を行う

予定であり、寄附金総額では、前年度比３，０００千円増の５，６０１千円を計上

しました。 
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 ⑰ 繰入金 

   特別会計繰入金は、「国民健康保険特別会計繰入金」（財政支援分返還金）の減

により、前年度比６，８００千円減の５，３３６千円を計上しました。 

     基金繰入金は、「財政調整基金繰入金」の減などにより、前年度比１３，０６６

千円減の１７４，４３４千円を計上しました。 

     繰入金総額では、前年度比１９，８６６千円減の１７９，７７０千円を計上しま

した。 

 

 ⑱ 繰越金 

   前年度と同額の１０，０００千円を計上しました。 

 

 ⑲ 諸収入 

   諸収入は、「奨学金償還金」の減などにより、前年度比１，６６４千円減の３６，

８１２千円を計上しました。 

 

 ⑳ 町債 

   町債については、後年度の財政負担を考慮し、元利償還金が普通交付税に算入さ

れる適債事業を厳選し、緊急防災・減災事業、都市再生整備計画事業、漁村再生交

付金事業などに必要額を充当するため１００，４００千円を計上し、また、国の財

源不足を補てんするため発行する臨時財政対策債（注１）１９０，０００千円を計

上しました。 

    町債総額では、前年度比５２，０００千円減の２８７，２００千円を計上しまし

た。 

 （注１）臨時財政対策債 

赤字地方債とも呼ばれ、国から配分される地方交付税の不足額を補うため、

地方自治体が発行する特例的な公債で、平成１３年度に導入された。使途は自

由で、元利償還金は翌年度以降、国が普通交付税で全額手当を行う。 

 

（２）歳出 

  人件費のうち、各種委員会委員などの特別職報酬は前年度同様で計上しました。ま

た、一般職員給については、人事院及び熊本県人事委員会の勧告に伴う給与表による

こととしました。 

    物件費については、特別な財政需要によるものを除き、前年度予算額を上限として

計上しました。また、用紙の裏面利用や空調の温度設定、休憩時間の消灯など、引き

続き節電、節水に努め、経常経費の削減を図ることとしています。 
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  なお、旅費については、必要最小限の人員数にとどめ、会議等出席の必要性を含め

て精査し計上しました。 

    補助費については、原則、前年度予算額を上限として計上しました。また、補助金

本来の目的を明確にするため、現状の運営補助・事業補助の精査を行い、また補助期

間等を設定して計上しました。 

    政策的経費（投資的事業及び政策的ソフト事業）は、持続可能な財政運営を構築す

るため、歳出予算全般について歳入に見合った規模とし、原則として苓北町振興計画

実施計画書に計上された事業費を上限とし予算計上しました。 

     

各費目における主要な事項は次のとおりです。 

 

  ① 議会費 

        議員報酬、議員研修費、議会広報紙の印刷製本費など議会運営にかかる経費を

計上しました。 

 

  ② 総務費 

    一般管理費では、職員給、特別職給（町長・副町長）、区長報酬をはじめ、「地

域が輝く行政区活動補助金」１４，３７３千円、「土地開発基金」への積立金５，

３３４千円など各種基金への積立金のほか総務一般事務に係る経費を計上しま

した。 

 

    文書広報費では、町広報紙発行にかかる経費のほか、町例規集の管理に係る「総

合法令管理システム委託料」２，００６千円、「町ホームページ維持管理業務委

託料」５１９千円を計上しました。 

 

        財政管理費では、公会計制度の統一的な基準への移行経費として「公会計制度

支援業務委託料」６，３８０千円のほか、予算書の印刷製本費など財政管理事務

に係る経費を計上しました。 

 

        会計管理費では、職員給及び決算書の印刷製本費など会計管理事務に係る経費

と本年度より会計課窓口職員（農協職員）が撤退することに伴う嘱託職員に係る

経費１，６５１千円を新たに計上しました。 

     

財産管理費では、西原住宅法面補修費１，３００千円、公共施設の建物災害共

済費４，９２７千円など町有財産の維持管理に係る経費を計上しました。 
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    また、登記事務の推進を図るため前年度に引き続き嘱託職員の報酬等を計上し

ました。 

 

        企画費では、移住定住促進策として「空き家活用支援事業補助金」２００千円、

住環境向上のための「住宅リフォーム等支援事業補助金」５００千円を計上しまし

た。 

    また、結婚推進事業に取り組む経費として２４９千円を計上したほか、地域資源

有効活用調査事業費では、水質検査等の経費を、公共交通対策事業として「苓北町

離島航路運営費補助金」１７，４００千円、「地方バス運行補助金」１６，６６５

千円、「天草エアライン機材維持費補助金」８，６８３千円、巡回バス事業７，３

０４千円を計上しました。 

 

    諸費では、外灯電気料５，０８８千円、外灯修繕にかかる経費２，７８２千円を 

   計上しました。 

       

        交通安全対策費では、交通安全施設整備に係る修繕費１，７００千円のほか、

交通指導員、交通安全協会の運営にかかる経費を計上しました。 

 

        地域間交流費では、交流促進のため各ふるさと会の運営補助と総会出席にかかる

経費のほか、交流人口の増加及び天草長崎航路の利用促進のため「地域間交流促進

補助」２４０千円を引き続き計上しました。 

    さらに、本年度は、唐津市との姉妹都市締結２５周年にあたることから、記念式

典事業にかかる経費９２８千円を新たに計上しました。 

 

        庁舎管理費では、庁舎維持管理にかかる経費を計上しており、本年度は、役場

庁舎修繕に係る経費１，７０１千円、給食調理場前駐車場の整備工事の一部経費

２，２００千円等を計上しました。 

 

    電算システム管理費では、「電算システム保守委託料」４１，３７０千円のほ

か、「グループウェアシステム更新委託料」４，４８２千円を計上しました。ま

た、本年度は「地方税電子申告支援サービスシステム」の更改があり、その更改

委託料や「地方税共通納税システム」の導入に係る経費として、２，２６８千円

を新たに計上しました。 

 

        情報化推進費では、町内情報通信網（光回線）維持管理に係る経費２２，２０
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６千円のほか、機器類等の維持管理に係る経費、また、昨年度に引き続き、町内

公共施設１カ所（歴史資料館内）に公衆無線ＬＡＮを設置するにあたり、環境整

備委託料１，０００千円を計上しました。 

 

       企業誘致対策費では、職員給のほか、誘致に係る旅費を計上しました。 

 

徴税費では、職員人件費に加え、新元号３年度評価替えのため「固定資産標準

地鑑定評価業務委託料」２，４４４千円及び徴税に係る必要経費を計上しました。 

 

    戸籍住民基本台帳費では、「戸籍システム保守委託料」３，６９４千円のほか、

マイナンバー制度に伴う｢通知カード・個人番号カード関連事務委任交付金｣  

８７８千円を計上しました。 

 

        選挙費では、選挙人名簿管理に係る経費及び明るい選挙推進に要する経費を計

上しました。また、平成３１年４月７日に執行予定である熊本県議会議員選挙の

経費３，２２５千円、参議院議員選挙の経費６，０５０千円、熊本県知事選挙の

経費５，１５０千円、志岐財産区選挙の経費８８４千円を計上しました。 

 

統計調査費では、農林業センサスに要する経費を含め指定統計費に２，２７７

千円を計上しました。 

 

  ③ 民生費 

        社会福祉総務費では、職員給のほか、苓北町戦没者追悼式の経費を引き続き計

上し、「苓北町社会福祉協議会補助金」６，０５８千円、「国民健康保険特別会

計繰出金」８６，８１４千円（内訳：法定７９，６４８千円、法定外７，１６６

千円）を計上しました。 

     

        老人福祉費では、「老人保護措置費」６４，８９６千円を計上したほか、「老 

   人クラブ運営補助金」、「あん摩・はり・きゅう等施術助成」、「敬老祝い金」 

   のほか、敬老会事業に要する経費を前年度に引き続き計上しました。 

 

       介護保険事業費では、職員給のほか、高齢者保健・医療・福祉及び介護保険に

関する町の役割・目標を示す行政計画、「第７期介護保険事業計画及び高齢者福

祉計画（平成３０年度から３年間）」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉

行政の推進に要する経費を計上しました。 
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また、「介護保険特別会計繰出金」１３３，１８０千円（法定内）を計上しま

した。 

 

後期高齢者医療費では、職員給のほか、「熊本県後期高齢者医療広域連合負担

金」１３２，９７７千円、「後期高齢者医療特別会計繰出金」３８，９１９千円

（法定内）を計上しました。 

 

        障害福祉費では「障害者自立支援介護給付費」１９２，０００千円、「重度 

   心身障害者医療費助成」２１，６００千円を計上したほか、デイサービスなど地 

   域活動支援センター事業に要する経費を前年度に引き続き計上しました。 

        また、「更生医療給付費」９，９６０千円、「障害児施設給付費」３，６００

千円、「育成医療給付費」３００千円等を計上しました。 

    さらに、昨年に引き続き発達障がい児等の福祉向上を図るため、巡回支援専門

員整備事業を天草２市１町で組織するための経費４４１千円を計上しました。 

 

        児童福祉費では、子育てにおける保護者の負担を軽減し、総合的な子育て環境

の整備を進めるため、延長保育・多子世帯子育て支援事業費を含む保育所の運営

費４００，０６８千円、「放課後児童健全育成事業委託金」１０，５７８千円を

計上しました。また、新規事業として、１５歳～１８歳のひとり親世帯及び非課

税世帯医療費の無料化を含めた「子育て支援医療費助成」２０，５２０千円を計

上しました。さらに、「子ども・子育て支援事業計画策定委託料」１，１００千

円を新たに計上しました。 

     

  ④ 衛生費 

        保健衛生総務費では、職員給のほか、特別交付税で約８割を措置される「救急

医療対策事業補助金」１０，０００千円を前年度に引き続き計上し、「妊婦健康

診査事業」４，６４７千円を計上しました。 

    また、むし歯予防対策事業費として、保育園、小中学校におけるフッ化物洗口

を実施するための経費を前年度に引き続き計上しました。 

     

予防費では、４０歳以上を対象に、ピロリ菌による胃がんのリスクを軽減し、

個人の健康管理を促し、ひいては医療費の削減に繋げていくことを目的に、昨年

に引き続き「ピロリ菌感染検査委託費」２７０千円を計上しました。また、イン

フルエンザをはじめ各種予防接種委託料として２４，０３９千円を前年度に引き

続き計上しました。 
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        環境衛生費では、「水道特別会計繰出金」２８，９４７千円、「下水道特別会

計繰出金」２１５，２６７千円、「特定地域生活排水処理事業特別会計繰出金」

２６，９８７千円を計上しました。 

     

斎場費では、斎場管理に係る「指定管理料」３，２３４千円を計上したほか、

電動キャリア台車等の修繕費２，１８０千円を計上しました。また、「トイレ等

改修工事委託料」１，９５５千円を新たに計上しました。 

 

    健康増進事業費では、前年度に引き続き各種がん検診等の費用１０，３９５ 

    千円を計上したほか、健康づくり推進に関する経費を計上しました。 

 

        保健センター費では、前年度同様、維持管理に係る経費を計上しました。 

 

    塵芥処理費では、各家庭の「ごみ収集運搬委託料」２７，９９６千円、粗大 

   ごみ収集時等の「ごみ臨時収集運搬委託料」３，６９８千円、「天草広域連合 

   負担金（清掃費）」７８，３２５千円を計上しました。 

 

  ⑤ 農林水産業費 

    農業振興費では、基幹農作物の振興をはじめとした「農業振興補助金」２，８

５０千円のほか、各種補助金を計上するとともに、就農支援のため「農業次世代

人材投資事業補助金」３，０００千円、「新規就労者支援補助金」２００千円を

計上しました。また、集落組織等による農地の荒廃防止と適切な維持管理のため、

「中山間地域等直接支払交付金」５，６４４千円及び、多面的機能支払推進交付

金による「農地維持」「資源向上」「長寿命化」の各支払補助金あわせて１６，

７５４千円を計上しました。さらに、有害鳥獣対策事業費６，７７７千円を計上

しました。新規事業として、地域が自ら農業ビジョンを策定し取り組む、「中山

間農業モデル地区支援事業補助金」５５０千円を計上しました。 

 

畜産業費では、畜産農家の経営安定のため、優良家畜導入を主とした「畜産振

興事業補助金」４００千円を計上したほか、新たに「牛白血病清浄化事業補助金」

１，７２０千円を計上しました。 

 

農地費では、農地の改善と保全のため「小規模土地改良事業補助金」６００千

円、「農地等小災害復旧事業補助金」６００千円を計上しました。また、｢農業

集落排水特別会計繰出金｣１４，３０７千円を計上しました。 
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農業経営基盤強化促進対策事業費では、農地集積の促進のため「農地有効利用

補助金」１，５００千円を計上しました。 

堆肥センター管理費では、運営維持管理としての経費２８，９３６千円を計 

   上しました。 

 

林業振興費では、天草地域森林組合が事業主体となって実施する人工林間伐等

への補助として「森林環境保全整備事業補助金」２，２５２千円、「間伐等森林

整備促進対策事業補助金」３，７０２千円を計上しました。また、本年度から配

分される森林環境譲与税を財源として、「林地台帳整備業務委託料」１，３５０

千円ほかを計上しました。 

 

林道費では、林道の管理にかかる賃金１，１１６千円のほか、地すべり災害工

事に伴う流木分別処理及び、路面整備費として重機借上料１，５５０千円を計上

しました。 

 

治山事業費では、単県治山事業における工事費１，７８５千円を計上しました。 

 

水産業振興費では、各種水産振興に係る負担金及び補助金４，４４５千円を計

上しました。また、水産物の養殖・栽培の実証事業費として、昨年度に引き続き

計上しました。 

 

漁港管理費では、漁港施設管理のための修繕料１，６５０千円、工事費１，２

００千円を計上しました。 

 

漁港建設費では、「海岸排水施設設計委託料（紺屋町海岸）」２，５００千円

及び、漁村再生交付金事業（志岐漁港臨港道路整備）に係る工事費５７，０００

千円を計上しました。 

 

⑥ 商工費 

    商工業振興費では、前年度に引き続き「小規模事業者支援補助金」１，２００

千円（新規起業者６００千円×２件）を計上しました。また、物産展出店及び商

談会開催による販路拡大を図るため、「特産品販路拡大事業補助金」２００千円、

消費生活相談の多様化に対応するため、消費者行政の広域連携に係る「天草市消

費生活センター負担金」５２６千円を計上しました。 
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        観光費では、観光協会補助金、吟詠大会事業補助金のほか、観光施設維持管 

   理に係る経費を前年度に引き続き計上しました。また、町への誘客を図るため情 

   報誌等への有料広告費５４６千円を計上しました。 

さらに、平成３０年度に引き続き地方創生推進交付金によるまちづくり推進事

業として、苓北の「里山里海」資源を活用した観光交流ブランド事業に取り組み、

地元産品を活用した「食」の商品開発と販路拡大、地域商社設立に向けた人材育

成と組織の設立、苓北の魅力の効果的な情報発信等のための委託費８，２００千

円を計上しました。 

そして、熊本地震復興観光拠点整備等推進事業として、多言語音声ガイドシス

テム（スマートフォン等を利用した観光コンテンツの音声・映像案内等）の整備、

キャンプ場トイレ（２基）及び海水浴場トイレ（３基）の洋式化、おっぱい岩観

光施設整備に係る観光協会への補助金、富岡吉利支丹供養碑の多言語看板設置等

のための事業費１７，６４０千円を新たに計上しました。 

     

        温泉センター管理費では、施設の「指定管理料」１４，１３４千円を計上しま

した。 

 

        富岡城公園管理費では、歴史資料館の利用者増を図るため利用料の見直しを行

い、入館料を大人（高校生以上）１人１００円とし、その他を無料にしました。

併せて、歴史資料館において富岡城登城記念の御城印状の販売を行い、富岡城へ

の誘客を図る予算を計上しました。 

     

  ⑦ 土木費 

    やまびこ活動費では、各行政区からの要望に対処するため、修繕料及び原材 

   料費として、前年度と同額の５，０００千円を計上しました。 

 

        道路維持費では、町道の維持補修費８，２００千円のほか、町道維持管理に 

   係る経費を計上しました。 

 

        道路新設改良費では、社会資本整備総合交付金事業、公共施設等適正管理推進

事業債、緊急防災・減災事業債を活用して、改良４路線、落石防護柵１路線、転

落防止柵１路線、舗装５路線の工事請負費等６４，３００千円を計上しました。 

    また、田ノ平線改良事業費１０，１０８千円を平成３１年度に繰越して実施し

ます。 
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橋梁維持費では、橋梁長寿命化計画に沿い、社会資本整備総合交付金事業を活

用して、３橋の補修工事費１８，３００千円を計上したほか、２１橋の点検業務、

４橋の補修設計業務に要する経費１４，２００千円を計上しました。 

また、神の迫橋補修事業費７，４０５千円を平成３１年度に繰越して実施しま

す。 

 

    国県道整備促進費では、国県道整備に伴う事業負担金３，１５０千円を計上し

ました。 

 

     河川費では、県営事業の「急傾斜地崩壊対策事業負担金（富岡城内地区）」３，

５００千円のほか、「土砂災害危険住宅移転促進事業補助金」３，０００千円、

また、河川の適正な管理維持に要する経費を計上しました。 

 

    住宅費では、職員給のほか町営住宅維持管理に係る経費を計上しました。 

  

  ⑧ 消防費 

常備消防費では、｢天草広域連合負担金（消防費）｣１３９，３７４千円を計 

   上しました。 

 

非常備消防費では、消防団活動、団員育成等に係る諸経費を計上しました。 

 

消防施設費では、消防倉庫新築事業費１５，３００千円、消防車輌更新事業費

３，７２０千円のほか、消防施設の維持管理に要する経費を計上しました。 

 

    災害対策費では、「民間建築物耐震改修補助金」１，６００千円、「ブロック

塀等安全確保支援事業補助金」２，６００千円を計上したほか、「防災井戸設置

工事費（坂瀬川地区）」１，２５６千円を計上しました。 

 

  ⑨ 教育費 

    教育総務費では、教育委員の活動費、教師の指導力向上をさらに進め学校教育

の充実振興を図るための苓北町学校教育指導員の配置費用、児童入学準備資金、

天草拓心高校マリン校舎入学準備資金、小中学校の語学指導のための外国語指導

助手の経費、教職員住宅の維持管理費を引き続き計上したほか、新たに中学校入

学準備資金の経費を計上しました。 

    また、苓北中学校への坂瀬川小校区及び都呂々小校区からの生徒の通学対策、
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並びに都呂々小学校への都呂々木場地区からの児童の通学対策として、スクール

バスの運行に伴う関連経費を引き続き計上しました。 

    その他、町内出身者の勉学向上のための奨学資金についても、高校奨学生３人

分、大学等奨学生７人分として３，３７２千円を計上しました。 

     

小中学校費では、小中学校の管理運営費用、毛筆指導講師の費用、小中学生の

読書推進のための希望図書購入費用、オーストラリアへの海外派遣体験研修事業

費を引き続き計上しました。 

    また、小中学校での ICT 教育支援のための経費８，９８５千円（小学校６，２

５７千円、中学校２，７２８千円）をはじめ、各小中学校の修繕費、備品購入費

等を計上しました。 

    その他、町内各小中学校での特別支援教育充実強化のため、小学校配置の支援

員６人（平成３０年度５人）、中学校の支援員３人の人件費等の経費について引

き続き計上しました。 

     

社会教育費では、学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進を図るため

の地域学校協働活動推進補助事業費として１，４９４千円、人権啓発活動地方委

託金を活用した人権講演会の開催等費用として２３８千円、公民館の運営費用及

び志岐集会所の運営費用、苓北町町民総合センター等及び苓北町温泉プールの

「指定管理料」３１，６７１千円を計上しました。 

      

保健体育費では、各地区町民体育祭の開催費用と熊本県民体育祭への出場補助

金、また、社会体育施設の利用促進と交流人口の増加を図るため、県内外や天草

地域内のチームの参加による各種大会開催にかかる経費や各種競技大会への補

助金を計上しました。 

  

学校給食費では、安心で安全な給食を提供するための学校給食調理場の運営に

関する費用を計上しました。 

 

  ⑩ 災害復旧費 

    平成３１年度当初予算について、災害復旧に要する工事費等の計上はありま 

せんが、繰越事業として、森林基幹道苓北天草線災害復旧事業工事費１８５，０

７０千円、平成３０年度発生の公共土木施設災害復旧事業費及び町道善亀線の地

滑り災害復旧事業費あわせて７６，０６５千円を平成３１年度に繰越して実施し

ます。 
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  ⑪ 公債費 

    公債費では、各起債の償還金、元金７０５，７５８千円、利子５３，６４５千

円（うち一時借入金利子１，０００千円）を計上しました。 


